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１．平成16年７月期の業績（平成15年８月１日～平成16年７月31日） 
(1) 経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 
 
16年７月期 
15年７月期 

百万円   ％
３，１６９（ 40.4）
２，２５６（ 52.1）

百万円   ％
６４２（ 68.6）
３８０（   －）

百万円   ％
５９７（ 58.7）
３７６（   －）

 

 当期純利益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 
16年７月期 
15年７月期 

百万円   ％ 
３７７（ 64.4） 
２２９（875.4） 

円  銭
24,414 29
314,302 87

円  銭
23,062 52
244,264 58

％
27.3
35.1

％ 
26.9 
28.4 

％
18.8
16.7

(注)①持分法投資損益      16年７月期      －百万円   15年７月期      －百万円 
②期中平均株式数      16年７月期     14,858.80株     15年７月期  692.54株 
③会計処理の方法の変更   無 
④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2) 配当状況 
１株当たり年間配当金 

 
 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

 
16年７月期 
15年７月期 

円  銭
1,500 00
15,000 00

円  銭 
－ 
－ 

円  銭
1,500 00
15,000 00

百万円
29
10

％ 
6.14 
4.77 

％
1.5
1.2

(注)16年７月期期末配当金の内訳 
    普通配当   1,000円 
    上場記念配当  500円 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
 
16年７月期 
15年７月期 

百万円 
２，９３０ 
１，４９７ 

百万円
１，９５０
８１３

％ 
66.6 
54.3 

円   銭
98,516 69
968,775 72

(注)①期末発行済株式数   16年７月期    19,800株   15年７月期      840株 

②期末自己株式数    16年７月期      －株   15年７月期      －株 
 
２．17年７月期の業績予想（平成16年８月１日～平成17年７月３１日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 

中間期 
通 期 

百万円 
１，７９９ 
４，０１０ 

百万円
２５３
７１７

百万円
１５０
４２５

円 銭
――― 
――― 

円 銭 
――― 
1,000 

円 銭
――― 
1,000 

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)21,492円42銭 

 

当資料に記載の業績見通しは、現在入手可能な情報及び判断に基づいた見通しであり、リスクや不確実性を

含んでおります。実際の業績は、様々な要因によりこれら業績見通しとは大きく異なる結果となる可能性が

あります。 
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１.財務諸表等 
(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成15年７月31日） 
当事業年度 

（平成16年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  189,637  582,056

２．受取手形 ※２ 392,867  630,587

３．売掛金 ※４ 362,142  530,841

４．製品  160,588  210,779

５．原材料  92,340  128,975

６．仕掛品  32,664  68,748

７．貯蔵品  1,426  596

８．前払費用  11,327  12,509

９．繰延税金資産  29,406  42,463

10．関係会社短期貸付金  －  22,424

11．その他  73  960

貸倒引当金  △20,349  △6,008

流動資産合計  1,252,125 83.6  2,224,935 75.9

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産   

１．建物  41,707 282,763 

減価償却累計額  14,226 27,480 23,589 259,174

２．構築物  603 603 

減価償却累計額  311 291 371 231

３．車両運搬具  － 4,126 

減価償却累計額  － － 658 3,468

４．工具器具備品  94,188 124,134 

減価償却累計額  53,282 40,905 73,380 50,754

５．土地  －  239,733

有形固定資産合計  68,677 4.6  553,362 18.9

(2）無形固定資産   

１．ソフトウェア  38,082  32,449

２．その他  390  390

無形固定資産合計  38,473 2.6  32,840 1.1

(3）投資その他の資産   

１．関係会社株式  60,571  60,571

２．出資金  60  60

３．関係会社長期貸付金  24,040  －

４．破産更生債権等  1,731  1,632

５．長期前払費用  1,410  983

６．繰延税金資産  29,471  34,625

７．差入保証金  29,822  11,587

８．保険積立金  7,683  11,947

貸倒引当金  △16,218  △1,632

投資その他の資産合計  138,572 9.2  119,775 4.1

固定資産合計  245,722 16.4  705,977 24.1

資産合計  1,497,848 100.0  2,930,913 100.0

－  － 
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前事業年度 
（平成15年７月31日） 

当事業年度 
（平成16年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

   

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金  98,152  162,488

２．短期借入金  70,000  －

３．一年以内償還予定転換社債  40,000  －

４．一年以内返済予定長期借入金  166,600  65,440

５．未払金  72,289  98,383

６．未払費用  145  4,775

７．未払法人税等  76,379  186,285

８．未払消費税等  14,610  －

９．預り金  16,506  5,760

10．賞与引当金  34,289  42,553

11．その他  1,738  98

流動負債合計  590,712 39.5  565,785 19.3

Ⅱ 固定負債   

１．長期借入金  25,500  330,105

２．退職給付引当金  8,933  9,640

３．役員退職慰労引当金  58,931  74,751

固定負債合計  93,364 6.2  414,496 14.1

負債合計  684,076 45.7  980,282 33.4

   

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※３ 111,950 7.5  435,450 14.9

Ⅱ 資本剰余金   

資本準備金  92,770 550,750 

資本剰余金合計  92,770 6.2  550,750 18.8

Ⅲ 利益剰余金   

(1）利益準備金  7,000 7,000 

(2)任意積立金   

１．特別償却準備金  8,092 8,152 

２．固定資産圧縮積立金  － 3,867 

３．別途積立金  350,000 550,000 

(3）当期未処分利益  243,959 395,410 

利益剰余金合計  609,051 40.7  964,430 32.9

資本合計  813,771 54.3  1,950,630 66.6

負債・資本合計  1,497,848 100.0  2,930,913 100.0

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－  － 

 

3



 

②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１ 2,256,876 100.0  3,169,728 100.0

Ⅱ 売上原価   

１．製品期首たな卸高  144,189 160,588 

２．当期製品製造原価 ※４ 903,246 1,261,930 

合計  1,047,436 1,422,518 

３．他勘定振替高 ※２ 34,809 22,173 

４．製品期末たな卸高  160,588 852,038 37.8 205,675 1,194,670 37.7

売上総利益  1,404,838 62.2  1,975,058 62.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※3.4 1,024,066 45.3  1,332,922 42.1

営業利益  380,771 16.9  642,135 20.2

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息 ※１ 958 581 

２．受取配当金  3 3 

３．受取助成金  536 － 

４．法人税等還付加算金  459 － 

５．その他  713 2,670 0.1 749 1,333 0.0

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  4,014 7,944 

２．社債利息  600 290 

３．手形売却損  1,706 605 

４．為替差損  10 7,173 

５．新株発行費償却  672 7,339 

６．公開関連費用  － 7,003 0.3 22,583 45,938 1.4

経常利益  376,438 16.7  597,531 18.8

Ⅵ 特別利益   

１．貸倒引当金戻入額  926 34,024 

２．経営革新支援補助金  9,387 10,313 0.5 － 34,024 1.1

   

Ⅶ 特別損失   

１．固定資産除却損 ※５ 1,209 1,209 0.1 － －

税引前当期純利益  385,542 17.1  631,555 19.9

法人税、住民税及び事業税  173,500 272,000 

法人税等調整額  △17,624 155,875 6.9 △18,211 253,788 8.0

当期純利益  229,667 10.2  377,767 11.9

前期繰越利益  14,291  17,643

当期未処分利益  243,959  395,410

   

 

－  － 
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製造原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  515,155 57.9 915,705 72.5 

Ⅱ 労務費  160,835 18.1 170,666 13.5 

Ⅲ 経費  213,900 24.0 176,623 14.0 

（内 外注加工費）  （164,702） （18.5） （116,520） （9.2）

当期製造費用  889,890 100.0 1,262,995 100.0 

期首仕掛品たな卸高  9,865  32,664  

他勘定受入高  36,155  35,018  

合計  935,911  1,330,679  

期末仕掛品たな卸高  32,664  68,748  

当期製品製造原価  903,246  1,261,930  
      

（原価計算の方法） 
実際原価による総合原価計算によっております。 
 

③【利益処分案】 

  前事業年度 当事業年度 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   243,959  395,410 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．特別償却準備金取崩額  1,519  1,874  

２．固定資産圧縮積立金取崩額  1,021 2,541 1,609 3,483 

合計   246,500  398,893 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  10,388  29,700  

２．役員賞与金  12,000  15,000  

（うち監査役賞与金）  （600）  （1,000）  

３．任意積立金      

(1) 特別償却準備金繰入額  1,579  －  

(2）固定資産圧縮積立金繰入額  4,889  －  

(3）別途積立金  200,000 228,857 340,000 384,700 

Ⅳ 次期繰越利益   17,643  14,193 

      

 

－  － 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式 

移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

子会社株式 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品、仕掛品、原材料 

総平均法による原価法を採用しており

ます。 

製品、仕掛品、原材料 

同左 

 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法を採用し

ております。 

貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。なお、耐

用年数及び残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。なお、耐用

年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。但し平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）は定額法によっております。

 (2）無形固定資産 

定額法によっております。なお、自

社使用のソフトウェアについては、

社内における見込利用可能期間（５

年）にもとづく定額法によっており

ます。 

(2）無形固定資産 

同左 

４．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

支出時の費用として処理しておりま

す。 

(1)新株発行費 

同左 

－  － 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

にもとづき、貸倒懸念債権等の特定

の債権については個別に回収可能性

を考慮して回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備える

ため、賞与支給見込額の内、当期に

負担すべき金額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

従業員に対する退職給付に備えるた

め、退職給付債務及び年金資産見込

額にもとづき計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支給に備

えるため、内規にもとづく期末要支

給額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

 (2）自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準」（企業会計基準

第１号）が平成14年４月１日以降に

適用されることになったことに伴な

い、当期から同会計基準によってお

ります。これによる当期の損益に与

える影響はありません。 

なお、財務諸表等規則の改正により、

当期における貸借対照表の資本の部

については、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。 

（2） 

────── 

－  － 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

 (3）１株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）及

び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）が平成14年４月

１日以降に適用されることになった

ことに伴ない、当期から同会計基準

及び適用指針によっております。な

お、これによる影響については、「１

株当たり情報に関する注記」に記載

しております。 

(3) 

────── 

 

 
表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

「未収入金」は、前期まで、区分掲記しておりましたが、

資産合計の100分の１以下となったので、流動資産の「そ

の他」に含めて表示することに致しました。 

 

「法人税等還付加算金」は、前期まで、営業外収益の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、営業外収益の合

計額の100分の10を超えることになったため、区分掲記す

ることに変更致しました。 

────── 

 



－  － 

 

 

9

注記事項 
（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成15年７月31日） 

当事業年度 
（平成16年７月31日） 

 １.受取手形割引高 78,979千円
 

────── 

※２． 

────── 

 

※２．期末日満期手形 

  期末日満期手形の会計処理については、当期の末日

は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。期末日満期手形の

金額は次の通りであります。 

   受取手形 27,777千円 

※３．授権株式数及び発行済株式総数 ※３．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数（普通株式） 2,500株

発行済株式総数（普通株式） 840株
 

授権株式数（普通株式） 33,600株

発行済株式総数（普通株式） 19,800株
 

※４．関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記さ

れたものの他、次のものがあります。 

※４．関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記さ

れたものの他、次のものがあります。 

流動資産 

売掛金 32,577千円
 

流動資産 

売掛金 30,904千円
 

（損益計算書関係） 
前事業年度 

（自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

関係会社への売上高 138,162千円
  

売上高 183,084千円

受取利息 385千円
 

※２．他勘定振替高は主として販促機器としての販売促

進費への振替であります。 

※２．他勘定振替高は主として販促機器としての販売促

進費への振替であります。 

※３．販売費に属する費用のおおよその割合は43％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は57％であ

ります。 

 主な費目及び金額は次のとおりであります。 

※３．販売費に属する費用のおおよその割合は39％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は61％であ

ります。 

 主な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 75,710千円

給料手当 318,541 

退職給付費用 7,976 

法定福利費 56,011 

賞与引当金繰入額 26,370 

役員退職慰労引当金繰入額 13,056 

旅費交通費 46,367 

減価償却費 21,009 

賃借料 41,847 

支払手数料 84,380 

研究開発費 84,766 
  

役員報酬 105,540千円

給料手当 433,506 

退職給付費用 7,817 

法定福利費 83,421 

賞与引当金繰入額 35,189 

役員退職慰労引当金繰入額 15,819 

旅費交通費 62,226 

減価償却費 24,859 

賃借料 24,146 

支払手数料 121,629 

研究開発費 166,075 

貸倒引当金繰入額 5,196 
 

※４．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額             84,766千円

※４．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の総額            166,075千円 

※５．固定資産除却損は、ソフトウェアの除却損1,209

千円であります。 

────── 
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１． 

────── 
 

 
取
当
（

計
（ （

得価額相
額 

減

千円） 

価償却累
額相当額
千円） 

期
当
末残高相
額 
千円）

工 1 9 1具器具備品 0,653 ,060 ,593

合 1 9 1計 0,653 ,060 ,593

  

 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 1,716千円

１年超 －千円

合計 1,716千円
  

────── 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
 

支払リース料 2,608千円

減価償却費相当額 2,365千円

支払利息相当額 125千円
  

 
支払リース料 1,742千円

減価償却費相当額 1,593千円

支払利息相当額 25千円
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同  左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同  左 

 
（有価証券関係） 

前事業年度（自 平成 14年８月１日 至 平成 15年７月 31日）及び当事業年度（自 平成 15年８月１日 至 平

成 16年７月 31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
 

 （千円）

繰延税金資産 

一括償却資産 1,953 

賞与引当金 11,904 

貸倒引当金 14,421 

退職給付引当金 3,178 

役員退職慰労引当金 23,749 

事業税 7,261 

その他 4,684 

 67,153 

繰延税金負債  

特別償却準備金 △5,589 

固定資産圧縮積立金 △2,685 

 △8,274 

繰延税金資産の純額 58,878 
  

 
 （千円）

繰延税金資産 

一括償却資産 2,565 

賞与引当金 17,149 

貸倒引当金 2,394 

退職給付引当金 3,644 

役員退職慰労引当金 30,124 

事業税 17,452 

その他 9,521 

 82,853 

繰延税金負債  

特別償却準備金 △4,239 

固定資産圧縮積立金 △1,524 

 △5,763 

繰延税金資産の純額 77,089 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 
 

 （％）

法定実効税率 41.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.2 
  

 
 （％）

法定実効税率 41.9 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2 

住民税均等割額等 0.1 

増加研究費等の特別控除額 △2.3 

事業税率変更に伴なう差額 0.3 

その他 0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.4 
  

（注）当事業年度においては、法定実効税率と税効果適

用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税

率の100分の５以下であるため、内訳の記載を省略し

ております。 

３．「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに

伴い、当期の繰延税金資産および繰延税金負債の計

算（ただし、平成16年８月１日以降解消が見込まれ

るものに限る。）に使用した法定実効税率は、前期

の41.9％から40.3％に変更されました。その結果、

繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除し

た額）が1,170千円減少し、当期に計上された法人税

等調整額が1,170千円増加しております。 

３． 

────── 



－  － 

 

 

12

（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

  
１ 96

１ 31

潜
純

24

１ 9

１ 2

潜
純

2

株当たり純資産額 8,775円72銭

株当たり当期純利益金額 4,302円87銭

在株式調整後１株当たり当期
利益金額 

4,264円58銭

  

  
株当たり純資産額 8,516円69銭

株当たり当期純利益金額 4,414円29銭

在株式調整後１株当たり当期
利益金額 

3,062円52銭

  
 当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を前期に適用して算出

した場合の１株当たり情報については、以下のとおりと

なります。 

 当社は平成16年３月１日付けで株式１株当たり10株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前期における１株当たり情報については、以下のと

おりになります。 

  
１ 73

１ 3

潜
純

2

１ 9

１ 3

潜
純

2

株当たり純資産額 6,439円24銭

株当たり当期純利益金額 5,140円93銭

在株式調整後１株当たり当期
利益金額 

6,661円87銭

  

  
株当たり純資産額 6,877円57銭

株当たり当期純利益金額 1,430円28銭

在株式調整後１株当たり当期
利益金額 

4,426円45銭

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株引受権残高がありますが、当社株式は非上

場かつ非登録のため期中平均株価が把握できませんの

で、計算より除外しております。 

 

 （注）１．平成 16年３月１日付で１株につき 10株の分割を行っております。 

なお、当事業年度の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下の通りであります。 

 
前事業年度 

（自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

当期純利益（千円） 229,667 377,767 

普通株主に帰属しない金額（千円） 12,000 15,000 

（うち利益処分による役員賞与金） （12,000） （15,000） 

普通株主に係わる当期純利益（千円） 217,667 362,767 

普通株式の期中平均株式数（株） 692.54 14,858.80 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金
額 

  

当期純利益調整額（千円） 174 － 

（うち支払利息（税額相当額控除後）（千
円）） 

（174） （－） 

普通株式増加数 200.00 870.92 

（うち転換社債数（株）） （200.00） （－） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

旧商法に基づく新株引受権１種類

及び新株予約権１種類。これらの

詳細は「第４提出会社の状況、１．

株式等の状況、(2)新株予約権等の

状況に記載のとおりであります。

平成14年10月30日開催の定時株主

総会において決議された新株予約

権１種類。これらの詳細は「第４

提出会社の状況、１．株式等の状

況(2)新株予約権等の状況に記載

のとおりであります。 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

１．平成15年10月22日に、当社は本社社屋として賃借し

ておりました土地及び建物を買収いたしました。こ

の買収により、有形固定資産は約397,800千円増加し

ております。また、必要資金は金融機関からの長期

借入金にて調達しております。なお、損益に与える

影響は軽微であります。 

２．平成15年12月５日に、無担保新株引受権付社債の新

株引受権の行使および無担保転換社債の株式転換に

より、新株式の発行を行なっております。 

第１回無担保新株引受権付社債 

(1）新株引受権の行使額       148,000千円

(2）発行する株式の種類および数 普通株式 740株

(3）発行価額       １株につき 200,000円

(4）資本組入額      １株につき 100,000円

(5）資本組入額の総額        74,000千円

(6）配当起算日        平成15年12月５日

(7）資金の使途  運転資金に充当いたしました。

第１回無担保転換社債 

(1）転換価額の総額         40,000千円

(2）発行する株式の種類および数 普通株式 200株

(3）転換価額       １株につき 200,000円

(4）資本組入額      １株につき 100,000円

(5)資本組入額の総額        20,000千円 

(6)配当起算日        平成15年12月５日 

３．平成16年１月26日開催の取締役会決議により、株式

の流通性を高めるため、平成16年３月１日付けをも

って１株を10株に分割しております。これにより、

株式数は16,020株増加し発行済株式総数は17,800株

となっております。 

当株式分割が第９期の期首に行われたと仮定した場

合の第９期および第10期における１株当たり情報

は、以下の通りとなります。 
  

第10期 第９期 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

96,877円57銭 73,643円92銭

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益

31,430円28銭 3,514円9銭

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益 

24,426円45銭 2,666円18銭
  

１．RDV(S) PTE LTDの株式の取得 

(1) その旨及び目的 

平成16年9月30日付にて当社の東南アジア地域にお

けるディストリビューターであるRDV(S) PTE LTDの

発行済株式を取得し、完全子会社とすることにつき、

平成16年９月８日付の株式売買契約により合意いた

しました。 

東南アジア地域は、先進諸国の工場進出に伴い市場

競争が激化する一方、今後の大幅な市場拡大も期待

されます。そこで、当社グループとして統一的なグ

ローバルマーケティングを実現するとともに、取引

先に対するビジネスサービスの強化、特注製品の現

地生産による短納期化等により、一層の業容の拡大

を図るため子会社化するものであります。 

(2) 株式取得の相手先の名称 

CHEN SEOK KEONG、ONG AI HOON 

(3) 買収する会社の名称、事業内容、規模 

 会社の名称 

RDV(S) PTE LTD 

 事業内容 

画像処理関連製品の製造及び販売 

 事業規模 

 平成15年12月期 

SG$ （千円）

売上高 3,088 (194,722) 

売上総利益 1,018 (64,219) 

営業利益 149 (9,437) 

経常利益 143 (9,059) 

総資産 1,195 (75,342) 

純資産 423 (26,678) 

（注）シンガポールドル（SG$）は、平成15年12月末日

の為替レートにて換算しております。 

従業員数 ７名 

(4) 株式取得の時期 

平成16年９月30日 

(5) 取得する株式数、取得後の持分比率 

株式数   50,000株 

取得価額  1,200千SG$（76,908千円） 

（注）平成16年８月末日の為替レートにて換算しており

ます。 

持分比率  100％ 

 

２．CCS Europe NVの設立 

(1) その旨及び目的 

平成16年９月17日開催の取締役会にて、ヨーロッパ

地域における市場深耕を目的に、平成16年11月１日

にブラッセル市（ベルギー）に当社全額出資の子会
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前事業年度 
（自 平成14年８月１日 
至 平成15年７月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年７月31日） 

社を開設することを決定いたしました。 

同社の開設により、ヨーロッパを中心とする地域の

顧客に対し、テクニカルおよびマーケティング両面

でのサポート強化が可能になるとともに、当社グル

ープとして統一的なグローバルマーケティングを実

施することができ、中長期的な取引拡大が期待でき

ることから開設するものです。 

(2) 設立する会社の名称、事業内容、規模 

 会社の名称 

CCS Europe NV 

 事業内容 

画像処理関連製品の販売 

 事業規模 

資本金   230千ユーロ（30,891千円） 

（注）平成16年9月15日の為替レートにて換算しており

ます。 

従業員数  ３名 

(3) 開設の時期 

平成16年11月１日 

 

 
 
２．役員の異動 
 （平成 16 年 10 月 28 日付異動予定） 

（1）退任予定取締役 

任期満了に伴う退任取締役 

 代表取締役社長 米田 賢治 

 常務取締役   川端 伸一 

 取締役     杉島 凱夫 

 取締役     和田 浩興 

 取締役     安封 昂雄 

（2）新任取締役候補 

 代表取締役社長 米田 賢治 

 取締役     杉島 凱夫 

 取締役     和田 浩興 

 取締役     安封 昂雄 

 取締役     吉田 新樹 

３．その他 

  該当事項はありません。 

 
 


